
令和７年度

業務改善助成金オンライン説明会

愛媛労働局

雇用環境・均等室 助成金コーナー



 賃金引上げ の 支 援 策 （ 賃 上 げ 支 援 助 成 金 パ ッ ケ ー ジ ）  

 愛媛労働局では、生産性向上（設備・人への投資等）や、非正規雇用労働者の処遇改善、より高い処遇への労働移動等
を通じ、労働市場全体の「賃上げ」を支援しています。 
 令和７年度の賃上げ支援助成金パッケージは以下のとおりです。 

  

助成金一覧 

生産性向上 
（設備・人への投資等） 

より高い処遇への 
労働移動等 

非正規雇用労働者の 
処遇改善 

・業務改善助成金 
 
・働き方改革推進支援助成金 
 
・人材開発支援助成金 
 
・人材確保等支援助成金 
 
 →雇用管理制度・ 
  雇用環境整備助成コース 

・キャリアアップ助成金 
 
  →賃金規定等改定コース 
 
 →正社員化コース 
 
  
   

・早期再就職支援等助成金 
 →雇入れ支援コース 
 →中途採用拡大コース 
 
・特定求職者雇用開発助成金 
 →成長分野等人材確保・ 
  育成コース 
 
・産業雇用安定助成金 
 →スキルアップ支援コース 



代表的な賃 上 げ 支 援 助 成 金 の 内 容

概要助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業に、
その費用の一部を助成します。

業務改善助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企
業事業主に、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、
成果を上げた場合に助成します。

働き方改革
推進支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業
訓練等を実施した場合等に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等
を助成します。

人材開発支援助成金

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等（賃金規定制度、
諸手当等制度、人事評価制度、職場活性化制度、健康づくり制度）の
導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の導
入）により、離職率低下を実現した事業主に対して助成します。

人材確保等支援助成金

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、
その規定を適用させた場合に助成します。

キャリアアップ助成金
（賃金規定等改定コース）

活用のポイント 

賃上げ＋設備投資 
（ 中 小 企 業 の み ）  

労働時間削減等の
取組＋設備投資等 

（ 中 小 企 業 の み ）  

職業訓練 

雇用管理改善の取組 

非正規雇用労働者の
賃上げ 



１ 業務改善助成金とは

事業場内最低賃金の

引き上げ計画

設備投資等の

計画

設備投資等に

かかった費用の

一部を助成

最 大 6 0 0 万 円

機械設備導入

コンサルティング

人材育成・教育訓練

業務改善助成金の

支給

事業場内最低賃金

30円以上

継続的に最低賃金の引き上げを行いやすい環境整備に向けた支援

中小企業 小規模事業者



２ 対象事業者

詳 し い 要 件 は

要 綱 ・ 要 領

リ ー フ レ ッ ト 等 に て

確 認

中小企業 小規模事業者

み な し 大 企 業 （ 大 企 業 と密 接 な 関 係 を 有 す る 企 業 ）

で な い こと

１

２ 不 交 付 事 由 が な い こと（ 解 雇 ・ 賃 金 引 下 げな ど ）

３
事 業 場 内 最 低 賃 金 が 改 定 後 の 地 域 別 最 低 賃 金 未 満

まで で あ る こと 厚 生 労 働 省 H P

申
請
単
位

事 業 場 A 事 業 場 B 事 業 場 C 工 場 D 工 場 E

それ ぞ れ で 申 請 可 能 （ 事 業 場 単 位 ）
申 請 上 限 額 は

事 業 主 単 位 で

最 大 ６ ０ ０ 万 円



助成率

助成上限額

引き上げる
労働者数

事業場内
最低賃金の
引上げ額

コース 事業場規模
30人未満
の事業場

右記以外の
事業場

引上げ前の

事業場

最低賃金

1,000円未満

▼

4/５

1,000円以上

▼

３/４

60万円30万円1人

30円以上
30円

コース

90万円50万円2～3人

100万円70万円4～6人

120万円100万円7人以上

130万円120万円10人以上※

80万円45万円1人

45円以上
45円

コース

110万円70万円2～3人

140万円100万円4～6人

160万円150万円7人以上

180万円180万円10人以上※

110万円60万円1人

60円以上
60円

コース

160万円90万円2～3人

190万円150万円4～6人

230万円230万円7人以上

300万円300万円10人以上※

170万円90万円1人

90円以上
90円

コース

240万円150万円2～3人

290万円270万円4～6人

450万円450万円7人以上

600万円600万円10人以上※

３ 助成上限額と助成率

■ 特 例 事 業 者

１ 賃金要件

事業場内最低賃金が

1,000 円未満の事業場

２ 物価高騰等要件

物価高騰等要件に該当する場合とは、

原材料費の高騰など社会的・経済

的環境の変化等の外的要因により、

最近３か月間のうち任意の１月にお

ける売上高総利益率又は売上高営業

利益率が、前年同月に比べ３％ポイ

ント低下している事業者をいう。

※10人以上の上限対象区分は、特例事業者が、10人以上の労働者の賃金を引き上げる場合のみ対象



４ 引き上げる労働者数の数え方

1,020円

＋３０円

＋２０円

1,0３0円

＋３０円

1,020円

＋３０円

対 象 対 象 外

事 業 場 内

最 低 賃 金

事 業 場 内

最 低 賃 金

新

事 業 場 内 最 低 賃 金 １ ０ ０ ０ 円

３ ０ 円 コ ー ス の 場 合

1,000円

例

申請コースと

同額以上の引上げ

申請コース

未満の引上げ

既に新事業場内

最低賃金以上



５ 助成対象経費

助成対象事業場における、

生産性向上に資する設備

投資等

経費削減のみの目的や

不快感の軽減・快適化を目的と

した経費

通常の事業活動に伴う消耗品

や法令上義務付けられている

事業

助成対象となる経費が拡充

定員７人以上または

車両本体価格200万円以下の

乗用自動車や貨物自動車

PC、スマホ、タブレット等の

端末と周辺機器の新規導入

対 象 対 象 外 物価高騰等要件に

該当する

特例事業者



５ 助成対象経費 設備投資の例

肥 料 管 理 機 器

3,700,000円設 備 費 用

3,000,000円助 成 額

販 売 管 理 シ ス テ ム

3,300,000円設 備 費 用

2,400,000円助 成 額

受注
システム

販売管理
システム

受注～納品
一元管理

伝票入力時間削減

７４．４時間/1カ月

３か所 １か所

2時間 ３０分

１週間に１回 ２週間に１回

200L
1000L

肥料の調整時間短縮

タンクの容量増加

福 祉 車 両

1,211,250円設 備 費 用

959,000円助 成 額

多数の職員が送迎業務を実施

適材適所の人員配置が可能

車いすを利用される利用者の転落等の

リスク削減や職員の身体的負担を軽減

スロープ付き福祉車両の導入

サービスの質の向上

現場作業の効率化



６ 助成金申請の流れ

労
働
局

事
業
場

交付申請

交付決定

・交付申請書

・事業実施計画書等

を都道府県労働局に

提出

交付申請書等を

審査の上、通知

交付申請前に賃金引き上げや交付決定前に設備投資を行っている場合は対象外

（R7.9.5～地域の最低賃金改定日の前日までの賃金引上げは交付申請前でも可）

事業の実施

申請内容に沿って

事業を実施

・賃金の引き上げ

・設備の導入

・代金の支払

実績報告

労働局に

・事業実績報告書等

・助成金支給申請書

を提出

交付額確定と
助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、

適正と認められれば交付額の確

定と助成金の支払いを実施

状況報告

事業完了後

確認のため

引き上げ対象者の

賃金台帳等提出

助

成

金

振

込

必要に応じて

各種書類の提出が必要

助成対象経費の変更や事業完了日の変更の場合：事業計画変更申請書

交付要件を満たせなくなった場合 ：事業廃止承認申請書

申請を取り下げる場合 ：任意の取り下げ書



７ 注意事項

申 請 方 法

厚生労働省のHPよりダウンロード

必 要 書 類

要領・要綱

愛媛労働局作成の必要書類チェックリスト

必要書類はすべてそろい次第受理いたします

要 確 認

申 請 様 式

申 請 方 法 持参 ・ 郵送 ・ 電子申請

提

出

先

愛媛労働局 雇用環境・均等室

５F 助成金コーナー

〒790-8538 松山市若草町4-3

０８９－９１８－００１１

厚生労働省HP

愛媛労働局HP



７ 注意事項 申請期限と賃金引上げ期間

事業完了

期限
賃金引上げ期間申請期間

令和８年

１月３１日

令和７年５月１日

令和７年６月３０日

令和7年４月14日

令和７年６月13日
第１期

令和８年

１月31日

令和7年７月1日

申請事業場に適用される
地域別最低賃金改定日の前日

令和7年６月14日

申請事業場に適用される
地域別最低賃金改定日の前日

第２期

事業場内最低賃金引上げ日

地域別最低賃金改定日前日
こ の 期 間 内 に 出 勤 し て く だ さ い ！

引 上 げ 対 象 者
注

意


